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ICT施工及びインフラDXの普及推進について

近畿地方整備局

R8年度 自治体向け 講座

案内役：DXナビゲーター「いくみ」

本教材の案内役「いくみ」は、インフラDXの普及を目的としてAIで制作されたオリジナルキャラクターです。



１．建設産業の課題

２．i-Construction（ICTの全面的な活用）

３．i-Construction2.0

４．インフラ分野のDX（概要、取り組み）
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第6期社会資本整備重点計画（概要） 近畿地方整備局
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出展：令和６年度国土交通白書より

日本の人口推移 近畿地方整備局
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建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）
出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和４年度（2022年度）まで実績、令和５年度（2023年度）・令和６年度（2024年度）は見込み、令和７年度（2025年度）は見通し

※平成27年度の建設投資額から建築補修（改装・改修）投資額を新たに計上している
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和７年度は約76兆円となる見通し（ピーク時から約10％減）。 

○ 建設業者数（令和６年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約20％減。
○ 建設業就業者数（令和６年平均）は477万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲30.4%

477万人
（令和６年平均）

484千業者
（令和6年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲19.5%

75.6兆円
(令和７年度見通し)

建設投資
ピーク時比
▲10.0％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人

許可業者数：531千業者

就業者はピーク比
▲約３０％

近畿地方整備局
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建設業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業（２９歳以下）

○建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.9%と高齢
化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。

出典：総務省「労働力調査」 （暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１※２

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※１ 平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値 ※２ グラフ上の数値は、記載単位未満の位で四捨五入してあるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない）

建設業：５５歳以上は約４割

全産業（５５歳以上）

建設業：２９歳以下は約１割

全産業（２９歳以下）455 331
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建設業従事者数と全産業に占める割合の推移

技能者 技術者
管理的職業・事務従事者 販売従事者等

全産業に占める建設業従事者の割合

478

（％）

  ＜就業者数ピーク＞   ＜建設投資ボトム＞     ＜最新＞
○建設業就業者：  685万人(H9) → 504万人(H22) → 478万人(R7)
○技術者 ： 41万人(H9) → 31万人(H22) → 39万人(R7)
○技能者 ：  455万人(H9)  →   331万人(H22) →  293万人(R7)

（万人）

685

504

人口減少等がもたらす地域の危機 ＝建設業就業者の現状＝ 近畿地方整備局
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１．建設産業の課題

２．i-Construction（ICTの全面的な活用）

３．i-Construction2.0

４．インフラ分野のDX（概要、取り組み）
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建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全

体を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

○○km

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信

近畿地方整備局
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ICT（Information and Communication Technology）施工とは

繰返す

設計図から丁張り設置 丁張りを目安に検測

仕上がりは、オペレータの技量に
依存

丁張りを目安に施工

施工後の出来形を断面毎計測し
基準値内でなければ、オペレータ

に指示

従来施工

②３次元設計デー
タ作成

③ICT建設機械
による施工

④３次元出来形管
理等の施工管理

①３次元起工測
量

⑤３次元データ
の納品

ドローンやＴＬＳによる
高効率な３次元測量

発注図書（図面）から
３次元設計データを作成

３次元設計データにより
ICT建設機械にて施工
(MC/MG)

出来形管理に３次元計測
技術を活用

作成、利用した3次元設計
データの納品

ICT活用工事の施工プロセス（ICT土工の場合）

ICT施工

近畿地方整備局
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○令和８年度はICT法面工（植生基材吹付工）において、吹付厚さへの適用拡大に向けた検討を実施。

ICT施工に関する工種拡大

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工（港湾）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小規模土工）

基礎工（ 既成杭工）拡大
（鋼管ソイルセメント杭）

付帯道路施設工等
電線共同溝工

ICT構造物工
（橋脚・橋台）

（基礎工（既製杭工））

（橋梁上部）
（基礎工（場所打杭工））
（基礎工（矢板工））

ＩＣＴ擁壁工

ＩＣＴコンクリート堰堤工

（令和元年度：浅層・中層混合処理）
（令和２年度：深層混合処理）

（ペーパードレーン工）

（サンドコンパクションパイル工）

ICTブロック据付工（港湾）

（港湾）

ICT本体工（港湾）

吹付厚さへの適用拡大検討
（植生基材吹付工）

※国土交通本省 第21回ICT導入協議会（R7.6.27）資料より

近畿地方整備局
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施工プロセス（ICT土工の場合） 施工者のメリット 発注者のメリット
 現地確認作業の省人化
 広範囲のデータ取得などによる作業時間

の短縮
 危険個所に立ち入らずに測量可能になる

ことによる安全性の向上

 課題の早期把握による手
戻りの削減

 （用地境界の確認、隣接
工区とのすりつけ、精緻
 な数量把握）

 視覚的に見せることで、対
外的な合意形成が容易

 設計内容を視覚的に把握でき、関係者
間での合意形成が容易

 変更箇所の可視化による設計変更対応
の迅速化

 施工数量の迅速な把握

 丁張作業の削減
 少人数かつ短時間で施工可能
 熟練者でなくても効率的に施工可能
 手元作業員不要により安全性が向上

 工程の短縮
 施工品質の均一化

 帳票作成の省力化・自動化
 設計データとの比較が容易
 検査の効率化・ペーパーレス化

 監督検査の効率化
 （デジタル化による検査

頻度・立会時間・書類の
削減）

 書類削減による納品の効率化・簡素化  維持管理の初期
値としての活用

②３次元設計
 データ作成

③ICT建設機械
    による施工

④３次元出来形管
 理等の施工管理

①３次元起工
 測量

⑤３次元データ
 の納品

ドローンやＴＬＳによる
高効率な３次元測量

発注図書（図面）から
３次元設計データを作成

３次元設計データによりICT
建設機械にて施(MC/MG)

出来形管理に３次元計測
技術を活用

作成、利用した3次元
データの納品

ICT施工の活用効果

※国土交通本省 第21回ICT導入協議会（R7.6.27）資料より

近畿地方整備局
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※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※「実施率」は、ICT活用工事として公告した件数に対する割合
※複数工種を含む工事が存在するため、実施率算定に用いる工事件数は重複を除いている。
※営繕工事を除く。

＜国土交通省の実施状況＞

＜都道府県・政令市の実施状況（ICT土工）＞

○直轄土木工事におけるICT施工実施率は約９割と、ほとんどの現場で活用されている。
○都道府県・政令市では、実施率が２４％と低迷しているもののICT土工の対象工事が増えている。
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※国土交通本省 第21回ICT導入協議会（R7.6.27）資料より

ICT施工の実施状況 近畿地方整備局
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小規模施工の生産性向上に向けた取り組み
■小規模施工における課題
・作業スペースが狭隘（機械の配置位置が限定される）で刃先が届
かない場所は人力で土工作業を補助
・架空線への配慮が必要
・その他作業との平行作業が多く、土工作業の他にタンパの上げ下ろ
し、舗装面のカッター作業、水中ポンプの上げ下げ、排水管の移動・
設置などが発生
・掘削深さや構造物設置の出来形確認に複数の計測員が必要

小規模作業にICT建機が効率的でないという認
識（省人化につながらない）

③後付け3DMGの導入で丁張り・検測を簡素化
若手オペレーターでも作業が可能。検測などの手元作業員が減り、
人工時間が削減。丁張不要で掘削作業。

②様々なワークツールで省人化
敷き均し作業、路面清掃、軽量物の上げ下ろし

①-2正対せずに法面の施工が可能

①-1チルトローテータで細部まで機械作業可能
■小規模施工の省人化 例（ICT・チルトローテータ等の活用）

出展：国土交通省 第19回ICT導入協議会（R6.9.30）資料より

近畿地方整備局
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小規模工事におけるチルトローテータの効果検証
〇 0.09ｍ3のバックホウで、通常建機とチルトローテータによる施工を、床掘施工で比較した結果、約5
割の稼働時間減少が確認できた。

89 

27 

54 

46 

38 

3 

12 

13 

14 

7 

49 

36 

0 50 100 150 200 250 300

従来施工

【0.09m3】

チルト

ローテーター

【0.09m3】

建機稼働状況比較結果

掘削（集水桝） 掘削（管路） 待機 基礎材敷き均し 管・桝設置 埋戻

約5割削減

256分

132分

建機稼働時間比較結果

実施項目 従来施工 チルト
ローテータ

掘削
（集水桝） 89 27 

掘削
（管路） 54 46 

待機 38 3 

基礎材敷均し 12 13 

管・桝設置 14 7 

埋戻 49 36 

合計 256 132 

機械の配置
可能範囲

実験条件：（小規模工事を想定し、集水桝（深さ：
1.2m）および埋設配管（約10m）

施工機械：制限された作業エリア（幅方向に5m以内と
設定）での施工を想定し0.09m3のミニショベルで施工

【省人化】スコップ作業はほぼ
削減可能
【安全】重機から距離をとった
位置で作業指示が可能

【人力作業】建機では丁張付近、隅角部は細
かいところまで作業が出来ない。スコップを用いて
の人力作業が恒常化
【危険】重機周辺での作業となるため接触等の
危険度が高い

従来手法 チルトローテータ手法

出展：国土交通省 第19回ICT導入協議会（R6.9.30）資料より

近畿地方整備局
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ICT建機の刃先位置計測機能を用いた新たな出来形管理手法

○小規模土工･土工(1,000m3未満)･床掘工･法面整形工において、IＣＴ建設機械を用いた単点計測 
技術を活用できるように検討。

○R7年度より、従前の光波計測に代え、ICT建設機械（3D-MG（マシンガイダンス） 後付け含む）の
刃先位置の3次元座標を取得できる機能を使い出来形管理ができるようになった。

UAV,TLS,モバイル端末等による多点計測

単点観測技術

多点観測技術

TS等光波方式

刃先位置の単点計測

幅

基準高

幅

基準高

※規格値について
刃先出来形においては、施工履歴データとは異なり、面的な計測
を行わない。従来同様、断面管理の出来形管理となるため、規格
値は従来の規格値を採用を検討中。

【新たなICT出来形管理手法】【従前のICT出来形管理手法】

単点観測技術

■期待する効果
刃先出来形においては、マシンガイダンスを用いた施工と同時に出来形管理を行うため、事後の
出来形計測作業（および機材の手配）を省力化することができる。

近畿地方整備局
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ＩＣＴアドバイザー制度

令和８年度ICTアドバイザー ： １７団体
登録期間 ：令和８年４月１日～令和９年３月３１日

近畿地方整備局
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１．建設産業の課題

２．i-Construction（ICTの全面的な活用）

３．i-Construction2.0

４．インフラ分野のDX（概要、取り組み）

16

近畿地方整備局



○ 建設現場の生産性向上の取組であるi-Constructionは、2040年度までの建設現場のオートメーション化
の実現に向け、i-Construction 2.0として取組を深化。

○ デジタル技術を最大限活用し、少ない人数で、安全に、快適な環境で働く生産性の高い建設現場を実現。

○ 建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるインフラを守り続
ける。

i-Construction 2.0
2040年度までに

実現する目標
省人化
・人口減少下においても持続可能なインフラ
整備・維持管理ができる体制を目指す。

・2040年度までに少なくとも省人化3割、
すなわち生産性1.5倍を目指す。

安全確保
・建設現場の死亡事故を削減。

働き方改革・新３Ｋ
・屋外作業のリモート化・オフサイト化。

i-Construction 2.0で実現を目指す社会（イメージ）

第5期技術基本計画を基に一部修正
i-Construction 2.0：建設現場のオートメーション化に向けた取組

（インフラDXアクションプランの建設現場における取組）

遠隔・自動で
完成検査

ICT技術で建設現場
を効率的に管理 AIが工程・安全を

コントロール

建設現場の
完全無人化

非接触で
地質の調査が可能に

ロボットに最適化
された作業環境に

誰でも遠隔でロボット・
建機を操作できる

危険な場所でも
自動で作業できる

無人で道路・橋が
できあがる

i-Construction 2.0 ～建設現場のオートメーション化～

※国土交通本省 第9回インフラ分野のDX推進本部会議（R6.4.5）資料より

近畿地方整備局
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V=12859.31m3

離合困難
箇所

滞留
発生

土砂
受入先

土砂搬出元①
（小原地区現場）

土砂搬出元②
（小島地区現場）

土砂受入先
（防災ｽﾃｰｼｮﾝ）

片道13km

片道10km

離合困難箇所
によるダンプ
トラックの滞留

ダンプ運搬の滞留状況の見える化⇒ダンプ台
数見直し

３．施工管理のオートメーション化（リモート化・オフサイト化）

• 設計段階の３次元モデルと２次元図面の
整合確認方法を要領化

• ３次元モデルを用いた設計と積算のデータ連携
（BIM/CIM積算）の導入工種を拡大

• 工事間のスケジュール共有機能を試行開始

２．データ連携のオートメーション化（デジタル化・ペーパーレス化）

１．施工のオートメーション化
• 自動遠隔施工の実施件数が前年度から倍増、地域建設業での自動化の実装が進展
• 地域建設業における更なるICT施工の普及促進・支援を実施
• ICT施工StageⅡの取組拡大により「建設現場のジャストインタイム」本格実装
• ＡＩを活用した海底測量の効率化、海上工事における自動・自律化施工の取組

・ICTにより新たな品質管理手法を導入
⇒出来形管理から品質管理へ

・プレキャスト原則適用範囲を
一部大型構造物まで拡大

自動施工 遠隔施工 ICT施工
stageⅡ

３D・２D連動 設計・積算連携

建
設
現
場
の
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
を
実
現

・
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用

A
I

ICTによる新たな舗装品質管理手法

i-Construction 2.0 ～建設現場のオートメーション化～

※国土交通本省 記者発表資料（R8.4.28）より

近畿地方整備局
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i-Construction 2.0 ～2026年 「躍動の年」～

＜規模（企業・工事）に依らない普及＞

オペレータが
任意に設定

基準位置

基準位置

簡易な施工技術（２DMG）を活用する
「導入型ICT活用工事」の新設

高さのわかる点からのオフセット施工

＜ＡＩ活用＞

OPERAを中心とした
自動施工フィジカルAI開発

ＡＩを活用した
海底測量の効率化

ＡＩによるノイズ処理
（イメージ）

ICT施工StageⅡの試行工事から本格運用
へ

＜試行から本格運用へ＞

複数現場での全体最適化

ＩＣＴ施工発注者指定型の範囲拡大
地盤改良工（例）

＜さらに原則化へ＞

※実施率はR6年路の数値

近畿地方整備局
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ICT施工は次の段階へ ＝ ICT施工 StageⅡ ＝

※国土交通本省 ICT導入協議会（R5.3.20）資料より

ICT施工は、「作業の効率化」から「現場全体の効率化」へ
StageⅡでは、土工等の工種単位で作業を効率化するだけでなく、ICTにより現場の作業
状況を分析し、工事全体の生産性向上を目指す

StageⅠ
ICTで作業を
効率化

StageⅡ
データ分析で
全体を効率化

StageⅢ
最適化された現場で
施工の遠隔化・自動化Ａ

Ｂ

Ｃ
Ｄ

工事全体 現場全体工種単位

・行動履歴、機械稼働状況等の
データの活用

・施工計画自動生成AI等の活用
・次世代建機等（自動施工）の活用

生
産
性

・UAV、ICT建機等の
ICT機器の活用

■中小への普及を継続
■先駆者は次のステージへ

企業ランク別経験割合

遠隔化・自動化の
制度整備・技術開発

（土工、法面工、路盤工…等） （１件の工事） （同一現場内の複数の工事）

近畿地方整備局
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 遠隔操作バックホウの掘削・積込、自動走行不整地運搬車による場内運搬、自動運転バックホ
ウによるスクリーンへの土砂投入の一連作業を遠隔・自動化

 出来形・品質・工程管理の一元化を目指し、実証を行う
 無人化施工が多くの工事で活用されることを期待

自動・遠隔施工の様子 システムの操作画面

工事名：慈尊院地区掘削他工事
発注者：近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所

自動施工・遠隔施工の事例 近畿地方整備局
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１．建設産業の課題

２．i-Construction（ICTの全面的な活用）

３．i-Construction2.0

４．インフラ分野のDX（概要、取り組み）

2
2

近畿地方整備局



i-Constructionとインフラ分野のDXの関係

地図・地形データ

気象
データ

交通（人流）データ 防災データ

エネルギーデータ

施設・構造物データ
国土交通データプラットフォームイ

ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

ソフトウェア、通信業界
サービス業界 占用事業者

デジタルデータの連携

AIにより交通異常検知の判断・点検等を効率化

あらゆる建設生産プロセスでICTを全面的に活用

【３次元測量】 【ICT建機による施工】

定型部材を組み合わせた施工

平準化された
工事件数

現状の
工事件数

２か年国債・ゼロ国債の設定

i-Construction（建設現場の生産性向上）

自律施工技術・自律運転を活用した建設生産性の向上

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

所有者と掘削事業者
の協議・立会等の効
率化VRによる現場体験、

３Ｄの設計・施工協議の実現

建機メーカー建設業界
建設コンサルタント 等

近畿地整独自の取組

リスク情報の３Ｄ表示により
コミュニケーションをリアルに

特車通行許可の
即時処理

河川利用手続きの
オンライン24時間化

ハザードマップ（水害情報）の3D化 デジタルツイン

建機の自動化・自律化

AIを活用した画像判別

地下空間の３Ｄ化
バーチャル現場

ＩＣＴ施工

BIM/CIM

施工時期の平準化 

受発注者間のコミュニケーションに
よる施工の円滑化

コンクリート工の規格の標準化 

受発注者共に設計・施工の
効率化・生産性向上

インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

近畿地方整備局
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行政手続きなどサービスの変革

現場の安全性や効率性を向上

仕事のプロセスや働き方を改革

DXを支える環境の実現

・行政手続き等の迅速化
・暮らしにおけるサービス向上
・暮らしの安全を高めるサービス

・安全で快適な労働環境の実現
・AI等の活用による効率化
・デジタルによる技能取得効率化

・調査業務の変革
・監督業務の変革
・点検・監理業務の変革

・デジタルデータを用いた
課題の解決

・3次元データ活用環境の整備

R2年12月 近畿インフラDX推進本部を設置
R3年  4月 近畿インフラDX推進センターを設置

具体的なアクション ○近畿地方整備局における推進体制

近畿インフラＤＸ推進本部
※本部長：局長

B
I
M
/
C
I
M
推
進
部
会

I
C
T
・
無
人
化
施
工
推
進
部
会

人
材
育
成
支
援
部
会

監
督
検
査
の
I
C
T
活
用
推
進
部
会

道
路
部
会

河
川
部
会

港
湾
部
会

防
災
部
会

インフラＤＸ推進幹事会

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
化
推
進
検
討
会

連携インフラDX推進連絡会議
連携

産学官による
インフラDXの普及促進

総
務
部
会

用
地
部
会

建
政
部
会

近畿地方整備局が取り組むインフラ分野のDX 近畿地方整備局
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人力施工
機械化施工

無人化施工（雲仙）

Society4.0Society 3.0 Society5.0

自動施工

ICT施工
（情報化施工）

https://www.pref.fukushima.lg.j
p/sec/41310a/konjakuphoto.ht
ml より引用

https://www.ktr.mlit.go
.jp/kangi/kangi00011.h
tml

現場はここまで変わる
【災害対応】

1900’s 1950’s 2020’s 2020’s 2040’s

成瀬ダム

霞ヶ浦導水
石岡トンネル

大河津分水路

遠隔施工＋ICT施工

i-Construction 2.0で
実現を目指す社会

近畿地方整備局
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i-Construction2.0

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41310a/konjakuphoto.html
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41310a/konjakuphoto.html
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41310a/konjakuphoto.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi00011.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi00011.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi00011.html
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